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１ 被害状況の報告 

１－１ 被害状況即報 

市 町 村  区    分 被    害 

災 害 名 

・ 

報 告 番 号 

災害名 
 
 
第      報 
 
 
（  月  日  時現在） 

そ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他 

田 
流失・埋没 ha  

冠 水 ha  

畑 
流失・埋没 ha  

冠 水 ha  

文 教 施 設 箇
所  

報 告 者 名 
 病 院 箇

所  

道 路 箇
所  

区    分 被    害 橋 り ょ う 箇
所  

人

的

被

害 

死 者 人  河 川 箇
所  

行 方 不 明 者 人  港 湾 箇
所  

負
傷
者 

重 傷 人  砂 防 箇
所  

軽 傷 人  清 掃 施 設 箇
所  

住 
 
 
 
 

家 
 
 
 
 

被 
 
 
 
 

害 

全 壊 

棟  崖 崩 れ 箇
所  

世
帯  鉄 道 不 通 箇

所  

人  被 害 船 舶 隻  

半 壊 

棟  水 道 戸  

世
帯  電 話 回

線  

人  電 気 戸  

一 部 破 損 

棟  ガ ス 戸  

世
帯  ブロック塀等 箇

所  

人     

床 上 浸 水 

棟  

世
帯  

人  

床 下 浸 水 

棟  罹 災 世 帯 数 世
帯  

世
帯  罹 災 者 数 人  

人  火
災
発
生 

建 物 件  

非
住
家 

公 共 建 物 棟  危 険 物 件  

そ の 他 棟  そ の 他 件  
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区   分 被   害 

等

の

設

置

状

況

 

災

害

対

策

本

部

 

 

公 立 文 教 施 設 千円  

農 林 水 産 業 施 設 千円  

公 共 土 木 施 設 千円  

その他の公共施設 千円  

小 計 千円  

公共施設被害市町村数 団体  

そ 
 
 
 

の 
 
 
 

他 

農 業 被 害 千円  

林 業 被 害 千円  

畜 産 被 害 千円  
適

用

状

況 
災 
害 
救 

助 

法 

 

水 産 被 害 千円  

商 工 被 害 千円  

 

 

 

そ の 他 千円  消防職員出動延人数 人  

被 害 総 額 千円  消防団員出動延人数 人  

備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

考 

災害発生場所  
災害発生年月日 
災害の種類概況 
応急対策の状況 
・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 
・避難の勧告・指示の状況 
・自主避難の状況 
・避難所の設置状況 
・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 
・自衛隊の派遣要請、出動状況 
・ボランティアセンター設置状況（設置の有無及び設置場所） 
・ボランティアの活動状況（受入の有無及び派遣の有無等） 
・その他関連事項 

※被害額は省略することができるものとする。 
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１－２ 災害概況即報 

 災害名               

 報 告 日 時 月  日  時  分 

市 町 村  

報 告 者 名  

電 話 番 号  

 

災 

害 

の 

状 

況 

発生場所 発 生 日 時 月  日  時  分 

 
 
 
 
 
 
 
 

被 

害 

の 
状 
況 

死 傷 者 
死 者 人 不明  人 

住 家 
全 壊   棟 一部破損   棟 

負 傷 者 人 計   人 半 壊   棟 床上浸水   棟 
 
 
 
 
 
 
 
 

応 

急 

対 

策 

の 

状 

況 

災害対策本部等 
設 置 状 況 
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１－３ 被害状況報告 

概況   月   日現在  災害の種別  

中間   月   日現在 発生年月日  

確定 月   日   発 生 場 所  

 
区   分 被害 区   分 被害 区   分 被害 対 応 措 置 等 

人 

的 

被 

害 

死 者 1 人  
文 

教 

施 

設 

全 壊 30 
箇
所 

 農 

林 

水 

産 

業 

施 
設 

農 地 62 
千
円 

 市の防災体制 発令 解除 

行 方 不 明 2 人  半 壊 31 
箇
所 

 農 業 用 施 設 63 
千
円 

    

負
傷
者 

重 傷 3 人  そ の 他 32 
箇
所 

 林 業 用 施 設 64 
千
円 

 

軽 傷 4 人  （計） 33 
箇
所 

 共同利用施設（農林） 65 
千
円 

 

住 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

家 

全 壊 

5 棟  
農 

地 

被 

害 

田 

流失、埋没 34 ｈa  共同利用施設（水産） 66 
千
円 

 

6 世
帯 

 冠 水 35 ｈa  （計） 67 
千
円 

 市の水防体制 発令 解除 

7 人  
畑 

流失、埋没 36 ｈa  
土 

 
 

木 
 

 

施 
 

 

設 

道 路 68 
千
円 

    

半 壊 

8 棟  冠 水 37 ｈa  橋 り ょ う 69 
千
円 

 

9 世
帯 

 畦 畔 38 
箇
所 

 河 川 70 
千
円 

 

10 人  一 般 休 地 39 
箇
所 

 海 岸 71 
千
円 

 
市災害対策本部 

設置  

一 部 破 損 

11 棟  農
林
水
産
業
施
設 

農 業 用 施 設 40 
箇
所 

 港 湾 72 
千
円 

 解散  

12 世
帯  林 業 用 施 設 41 

箇
所 

 砂 防 73 
千
円 

 

の

適

用

状

況 

災

害

救

助

法 

 

13 人  共同利用施設（農林） 42 
箇
所 

 漁 港 74 
千
円 

 

床 上 浸 水 

14 棟  共同利用施設（水産） 43 
箇
所 

 （計） 75 
千
円 

 

15 世
帯  

土 
 

木 
 

施 
 

設 
道 路 44 

箇
所 

 
そ 

の 

他 

公 

共 

施 

設 

病 院 76 
千
円 

 

16 人  橋 り ょ う 45 
箇
所 

 水 道 77 
千
円 

 

床 下 浸 水 

17 棟  河 川 46 
箇
所 

 清 掃 施 設 78 
千
円 

 

18 世
帯  海 岸 47 

箇
所 

 

県

一 般 79 
千
円 

 

19 人  港 湾 48 
箇
所 

 公 営 企 業 80 
千
円 

 

罹
災
者 

世 帯 20 世
帯 

 砂 防 49 
箇
所 

 公 社 81 
千
円 

 

人 員 21 人  漁 港 50 
箇
所 

 市 町 村 82 
千
円 

 

非 
 
 

住 
 

 

家 
公 

共 

建 

物 
県 

全 壊 22 棟  衛
生
関
係
施
設 

病 院 51 
箇
所 

 （計） 83 
千
円 

 発

令

状

況 

避

難

命

令

・

勧

告 

 

半 壊 23 棟  水 道 52 
箇
所 

 小 計 84 
千
円 

 

市
町
村 

全 壊 24 棟  清 掃 施 設 53 
箇
所 

 公共施設被害市町村数 85 
団
体 

 

半 壊 25 棟  商 工 関 係 54 
箇
所 

 
そ 

 
 

の 
 

 

他 

農 産 被 害 86 
千
円 

 

（計） 26 棟  が け く ず れ 55 
箇
所 

 林 産 被 害 87 
千
円 

 

そ 

の 

他 

全 壊 27 棟  交
通
通
信
被
害 

鉄 道 不 通 56 
箇
所 

 畜 産 被 害 88 
千
円 

 

半 壊 28 棟  船 舶 被 害 57   水 産 被 害 89 
千
円 

 

（計） 29 棟  通 信 被 害 58 
回
線 

 商 工 被 害 90 
千
円 

 消 防 職 員 
出動延人員 

人 

 そ
の
他 

停 電 被 害 59 
軒
数 

 そ の 他 91 
千
円 

 消 防 団 員 
出動延人員 

人 

ガ ス 被 害 60 

 

 被 害 総 額 92 
千
円 

  

文 教 施 設 61 
千
円 

 

 

報告者 課 庁内電話  
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明細表１ 民生関係 

 
被 害 状 況 報 告 
 

（死者又は行方不明者分） 

概況   年  月  日  時  分現在 
中間   年  月  日  時  分現在 
確定   年  月  日  時  分 
災害名 

市 町 村 名 
死亡又は行方 
不 明 者 の 別 

氏 名 性別、年齢、職業 住 所 原 因 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

死亡  計 0  

行方不明計 0 
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明細表２ 

 

被 害 状 況 報 告      

 

 

概況   年  月  日  時  分現在 

中間   年  月  日  時  分現在 

確定   年  月  日  時  分 

災害名 

市 町 村 名 床 上 浸 水 床 下 浸 水 世 帯 数 主たる被災地（字名） 原 因 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計 0 0 0   

 

明細表３ 教育関係 

 

被 害 状 況 報 告      

 

 

概況   年  月  日  時  分現在 

中間   年  月  日  時  分現在 

確定   年  月  日  時  分 

災害名 

市町村名 

区 分 
   

学

校 

全

壊 
校 数    

学 校 名    

半

壊 

校 数    

学 校 名    

文
化
財
建
造
物 

全

壊 

棟 数    

名 称    

半

壊 

棟 数    

名 称    

臨
時
休
校
を
し
た
学
校 

小
学
校 

校 数    

学 校 名    

中
学
校 

校 数    

学 校 名    

高等 

学校 

校 数    

学 校 名    

計   0 0 0 
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明細表４ 公共施設関係 

 

被 害 状 況 報 告      

 

 

概況   年  月  日  時  分現在 

中間   年  月  日  時  分現在 

確定   年  月  日  時  分 

災害名 

市 町 村 名 区 分 
県 庁 舎 市 庁 舎 公 立 病 院 公立診療所 し尿処理施設 ごみ処理施設 

棟数 金 額 棟数 金 額 棟数 金 額 棟数 金 額 棟数 金 額 棟数 金 額 

 全 壊             

 半 壊             

 その他             

 名 称             

 全 壊             

 半 壊             

 その他             

 名 称             

 全 壊             

 半 壊             

 その他             

 名 称             

 

明細表５ 道路、河川、農林水産施設関係 

 

被 害 状 況 報 告      

 

 

概況   年  月  日  時  分現在 

中間   年  月  日  時  分現在 

確定   年  月  日  時  分 

災害名 

施 設 名 区 分 
位  置 

種 類 延長巾員 復旧金額 内応急額 堤 防 高 今回水位 備 考 
市町村 大 字 
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明細表６ 急傾斜地、山地関係 
 
 
被 害 状 況 報 告      
 
 

概況   年  月  日  時  分現在 
中間   年  月  日  時  分現在 
確定   年  月  日  時  分 
災害名 

市町村名 

区 分 

区     分 

地 区 名 
延 長
（ｍ） 

面 積
（㎡） 

住家の被害
（戸） 

備  考 

土砂くずれ地すべり等 
（住家に影響のあるもの） 

     

同上による人的被害及び
措置状況 

     

 
明細表７ 農作物関係 
 
 
被 害 状 況 報 告      
 
 

概況   年  月  日  時  分現在 
中間   年  月  日  時  分現在 
確定   年  月  日  時  分 
災害名 

市町村名 
区 分 

    

水 
 
 
 

稲 

冠 水 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

倒 伏 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

埋没・流出 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

樹 

み か ん 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

柿 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

桃 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

梅 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

そ の 他 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

そ
さ
い 

そ の 他 
ha     

ｔｏｎ     
千円     

そ  の  他      
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別表 被害状況認定及び報告書記入の基準 

被 害 の 種 類 報告番号 基          準 

人

的

被

害 

死 者 1 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの。又は死体を確認するこ
とができないが、死亡したことが確実なものとする。 

行 方 不 明 2 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあるものとする。 

重 傷 者 3 
災害のため負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあるもののう
ち１月以上の治療を要する見込みのもの。 

軽 傷 者 4 
災害のため負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあるもののう
ち１月未満で治療できる見込みのもの。 

住

家

被

害 

住 家  
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるか
どうかを問わない。 

世 帯  生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

住 家 全 壊 

（全壊・流失） 
5～7 

住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊、若しくは流失した部分
の床面積が、その住家の延べ面積の70％以上に達したもの又は住家の主
要構造部の被害額が、その住家の時価の50％以上に達した程度のものと
する。 

住 家 半 壊 

（ 半 壊 ） 
8～10 

住家の損壊が甚しいが、補修すれば元通りに使用できるもので、具体的
には損壊部分が、その住家の延べ面積の20％以上70％未満のもの又は住
家の主要構造部の被害額がその住家の時価の20％以上50％未満のものと
する。 

一 部 破 損 11～13 
全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で補修を必要とする程度の
ものとする。ただしガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

床 上 浸 水 14～16 
住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しないが、土砂
竹木のたい積により一時的に居住することができないものとする。 

床 下 浸 水 17～19 床上浸水に至らない程度に浸水したものとする。 

罹

災

者 

罹 災 世 帯 20 

災害により被害をうけ、通常の生活を維持することができなくなった生
計を一にしている世帯で、全壊、半壊、床上浸水により被害を受けた世
帯をいう。 

罹 災 人 員 21 罹災世帯の構成人員をいう。 

非

住

家 

非 住 家  
住家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないものとする。
これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

公 共 建 物 22～26 公用又は公共の用に供する建物。 

そ の 他 27～29 
公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物（全壊、半壊したもののみ）
をいう。 

文教 
施設 

文 教 施 設 30～33 
小、中、高校、特別支援学校、幼稚園における教育の用に供する施設。
全壊、半壊は、住家の全壊、半壊に準じるものとする。 

農

地 

田畑の流失埋没 34～37 
田の耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため、耕作が不能になったも
のとする。畑については、田の例に準じて取り扱うものとする。 

田 畑 の 冠 水 34～37 
田については、稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。
畑については田の例に準じて取り扱うものとする。 

畦 畔 38 田及び畑の畦畔をいう。 
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２ 災害救助法関係様式 

２－１ 災害救助費概算額調 

様式１ 
災 害 救 助 費 概 算 額 調 

（ 災 害 名 ） 
紀の川市 

種 目 別 区 分 員数 単価 金額 備  考 

Ⅰ  救助業務に要した経費   円 円 

  

  1 救助費       

    

(１) 
避難所
設置費 

避難所   延人     

    福祉避難所   延人     

    ホテル・旅館など   延人     

    計   延人     

    

（２） 
応急仮
設住宅
設置費 

建設型応急住宅   戸     

    借上型仮設住宅   戸     

    計   戸     

    （３） 炊出しその他による食品の給与費   延人     
    （４） 飲料水の供給費       

    

（５） 

被服寝具そ

の他生活必

需品給（貸）

与費 

全壊（焼）流出   世帯     

    半壊（焼）・床上浸水   世帯     

    計   世帯     

    

（６） 
医療及
び助産
費 

医療   延人     

    助産   延人     

    計   延人     

    （７） 被災者の救出費   人     
    （８） 被災した住宅の応急修理費   世帯     
    （９） 生業に必要な資金の貸与費   世帯     

    

（１０） 

学
用
品
の
給
与
費 

小学校
児童 

教科書   人     

    文房具等   人     

    中学校
生徒 

教科書   人     

    文房具等   人     

    高等学
校等生

徒 

教科書   人     

    文房具等   人     

    計   人     

    

（１１） 
埋
葬
費 

大     人   体     

    小     人   体     

    計   体     

    （１２） 死体の捜索費   体     

    

（１３） 

死
体
の
処
理
費 

洗浄、縫合、消毒等   体     

    一時保存   体     

    検案   体     

    計   体     

    （１４） 障害物の除去費   世帯     
    （１５） 輸    送    費       

    （１６） 賃金職員等雇上費       

  ２ 実費弁償費   人     

  ３ 扶助金   件     

  ４ 損失補償   件     

  ５ 法第１９条の補償       

Ⅱ 救助事務に要した経費       

  １ 都道府県事務費       

  ２ 市町村事務費       

  ３ 法第２０条第１項の求償に係る事務費       

（合            計）        
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２－２ 災害救助基金報告書 

様式２ 

令和○○年度災害救助基金報告書 

紀の川市 

概 
 

 
 

況 

災害救助基金現在高 

（令和  年 ４月 １日） 
Ａ 

円 

備考 

当該年度における災害救助基金最少額 Ｂ 
円 

差引過△不足額           Ａ－Ｂ＝Ｃ 
円 

当該年度要積立額 Ｄ 
円 

当該年度積立予定額 Ｅ 
円 

（災
害
救
助
基
金
現
在
高
内
訳
） 

災
害
救
助
基
金
運
用
状
況 

法第 26 条第 1 号の方法 
円 

同条第２号の方法 
円 

同条第３号の方法 
円 

計 
円 

前 

年 

度 

決 

算 

状 

況 

災害救助基金現在高 

（令和  年 ４月 １日） 
Ｆ 

円 

災害救助基金最少額 Ｇ 
円 

差引過△不足額（Ｆ－Ｇ） Ｈ 
円 

要積立額 Ｉ 
円 

積立額 Ｊ 
円 

支出額 Ｋ 
円 

応急仮設住宅払下収入金 

基金繰入額 
円 

その他 
円 

生業資金返還額 

基金繰入額 
円 

その他 
円 

 
（注）「前年度決算状況」の各欄のうち、額が確定していないものについては見込額とすること。 
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２－３ 避難所設置及び避難生活状況 

様式３ 

避難所設置及び避難生活状況 

 

     市町村名   

避難所の名称 種別 開設期間 延人員 

物品使用状況 

実支出額 備考 品名 数量 

    

 月 日～  

月 日 人     

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

計 
       

（注）１  「種別」欄は、避難所、福祉避難所、ホテル・旅館などの別に記入すること。 

   ２  物品の使用状況は、開設期間中に使用した品目別、使用数量を記入すること。 

   ３  「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。  
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２－４ 応急仮設住宅台帳 

様式４－１（建設型応急住宅） 

応 急 仮 設 住 宅 台 帳 

（建設型応急住宅） 

         
市町村名   

整理番号 
世帯主 

氏名 
家族数 所在地 構造区分 仕様等 敷地区分 着工月日 竣工月日 入居月日 実支出額 備考 

    人          月 日  月 日  月 日 円   

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

              

                        

                   

                        

                   

                        

                        

                        

                        

                   

                        

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                        

                        

                        

                   

計 世帯                     

（注）1  「家族数」欄は、入居時における世帯主を含めての人員数を記入すること。 

   2  「所在地」欄は、応急仮設住宅を建設したところの住所を記入すること。 

   3  「構造区分」欄は、木造住宅、プレハブ住宅等の別を記入する。 

   4  「仕様等」欄は、福祉仮設住宅やバリアフリー住宅等、入居者に配慮した設備の内容がわかるように記入すること。 

   5  「敷地区分」欄は、公私有別とし、有無償の別をも明らかにすること。 

   6  「備考」欄は、入居後における経過を明らかにすること。  
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様式４－２（借上型仮設住宅） 

応 急 仮 設 住 宅 台 帳 

（借上型仮設住宅） 

         
市町村名   

整理番号 
世帯主 

氏名 
家族数 所在地 

間取り 

（対象人数） 
契約形態 契約開始 契約終了 入居月日 退去月日 実支出額 備考 

    人         月 日  月 日  月 日  月 日 円   

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

              

                        

                   

                        

                        

                        

                        

                   

                        

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                   

                        

                        

                        

                        

                   

計 世帯                     

（注）1  「家族数」欄は、入居時における世帯主を含めての人員数を記入すること。  

   ２  「所在地」欄は、借上型応急仮設住宅の所在住所を記入すること。 

   ３  「間取り（対象人数）」欄は、２人以下等の家賃額上限を設定した際の部屋の広さに応じた居住可能人数を記入する。 

   ４  「契約形態」欄は、「三者契約」、「２者契約と使用貸借」及び「その他」のいずれかで示す。 

   ５  「備考」欄には、入居後における経過を明らかにすること。 
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２－５ 炊出し給与状況 

様式５ 

炊出し給与状況 

 

   市町村名   

炊出し場の名称 実施期間 延人員 実支出額 備考 

   月  日～ 月  日 人 円  

          

      
 

  

          

      
 

  

          

          

          

          

          

          

          

          

      
 

  

          

      
 

  

          

      
 

  

          

      
 

  

          

      
 

  

          

      
 

  

計         

（注） 「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 
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２－６ 飲料水の供給簿 

様式６ 

飲料水の供給簿 

 

  市町村名   

供給対象箇所の名称 供給期間 実支出額 備考 

   月  日～ 月  日 円  

        

       

        

       

        

        

        

        

        

        

        

        

       

        

       

        

    
 

  

        

       

        

       

        

    
 

  

計       

（注）  「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 
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２－７ 被服、寝具その他生活必需品の給与状況 

様式７ 

被服、寝具その他生活必需品の給与状況 

 

       市町村名   

住家被害程度区分 
世帯主 
氏 名 

基礎となっ
た世帯構
成人員 

給与月日 
物資給与の品名 

実支出額 備考 

   

      人  月 日     円   

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                

                

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

計 
全壊 世帯 

    

          

半壊 世帯           
(注）１  住家の被害程度に、全壊（焼）流失又は半壊（焼）床上浸水の別を記入すること。 

   ２  受領年月日に、その世帯に対して最後に給与された物資の受領年月日を記入すること。 

   ３  「物資給与の品名」欄は、実際に給与した物品名を品名として記載し、各給与数を記入すること。 

   ４  「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 
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２－８ 救護班活動状況 

様式８ 

救護班活動状況 
 

救護班              

班長：医師 氏名     印          
 
 

月日 
市（区）町

村名 
品目 措置の概要 経費 備考 

       円   
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
          
          
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           

計       円   
 

（注） 「備考」欄に班の編成、活動期間を記入すること。 
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２－９ 病院、診療所医療実施状況 

様式９ 

病院、診療所医療実施状況 

       市町村名   

診 療 

機関名 
患者氏名 診療期間 病名 

診療区分 診療報酬 
金額 備考 

入院 通院 入院 通院 

     月 日      点 点    

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

            

            

            

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

計  機関      人                 

（注） 「診療区分」欄は該当欄に○印を記入すること。 
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２－10 助産台帳 

様式１０ 

助産台帳 

 

   市町村名   
分べん者 

氏名 
分べん 
日時 

助産機関名 分べん期間 金額 備考 

      月  日～ 月  日 円   

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

        

        

        

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計           
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２－11 被災者救出状況記録簿 

様式１１ 

被災者救出状況記録簿 

 

   市町村名   

年月日 

救出用機械器具等 

備考 機械器具等名称 数量 金額 

 月  日     円   
         
         
          
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
        
        
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         

計         

 

（注）１  備考欄には使用した機械器具の使用用途概略を記載すること。 

   ２  他市町村に及んだ場合には、備考欄にその市町村名を記入すること。 
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２－12 住宅応急修理記録簿 

様式 1２ 

住宅応急修理記録簿 

 

    市町村名   

整理番号 世帯主氏名 応急修理期間 実支出額 応急修理箇所概要 摘要 

     月 日～ 月 日 円    
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
          
          
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           

  計  世帯         

（注）１  実施に際し、複数の業者が施工した場合にはその旨を備考欄に記入すること。 
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２－13 生業資金貸付台帳 

様式１３ 

生業資金貸付台帳 
 

      市町村名   

貸付を受けた者 保証人 
事業計画概要 貸与期間 貸与金額 備考 

住所 氏名 住所 氏名 職業 

           円   

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

          

          

          

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

  計  世帯               

 

（注）１  「貸与期間」欄は「  年  月  日まで  年  月間」を記入すること。 

   ２  「備考」欄は、償還状況等のてん末を明らかにしておくこと。   
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２－14 学用品の給与状況 

様式１４ 

学用品の給与状況 

              
市町

村名 
  

学校名 
学 

年 

児童（生

徒）氏名 

親権者 

氏名 

給与 

月日 

給与品の内訳 

実支 

出額 

備

考 

教科書 その他学用品 

国語 算数 理科 社会 その他 鉛筆 ノート 
絵の具

セット 

習字 

セット 
その他 

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

小学校   人                             

中学校   人                             

高校   人                             

(注) 1 当該様式は、小学校、中学校、高等学校等教育機関の別に作成すること。 

    2 支給する学用品の品目については、教科書、文房具、通学用品、その他の学用品の範囲で個々の実情に応じて給与するものである。 

    3 給与月日欄は、その児童(生徒)に対して最後に給与した給与年月日を記入する。 

    4 給与品の内訳欄には、数量を記入し、備考欄には別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 
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２－15 埋葬台帳 

様式１５ 

埋葬台帳 

        市町村名   

死亡年月日 埋葬年月日 

死亡者 埋葬を行った者 埋葬者 備考 

氏名 年齢 
死亡者と
の関係 

氏名 
棺（附属
品を含

む） 

埋葬又は
火葬料 

骨箱 計  

          円 円 円 円   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                

                

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

計                    
 
（注）１  埋葬を行った者が市（区）町村長であるときは、遺族の氏名を「備考」欄に記入すること。 

   ２  市（区）町村長が棺、骨箱等を現物で給与したときは、その旨「備考」欄に明らかにすること。 

   ３  埋葬を行った者に埋葬費を支給したときは、その旨及び金額を「備考」欄に記入すること。 
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２－16 死体処理台帳 

様式１６ 

死体処理台帳 
 

         市町村名   

処理 

年月日 

死体発見 

の日時 

及び場所 

死亡者 

氏名 

遺族 洗浄等の処理 
死体の 

一時保存 
検案料 実支出額 備考 

氏名 
死亡者 

との関係 
品名 数量 金額 

           円 円 円 円   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

              

              

                   

                   

                   

                   

計   人                   

 



第６編 様式編 

２ 災害救助法関係様式  ２－17 障害物除去の状況 

 

29 

 

２－17 障害物除去の状況 

様式１７ 

障害物除去の状況 

 

     市町村名     

整理番号 住家被害程度区分 除去に要した期間 実支出額 
除去に要すべき状

態の概要 
備考 

         月 日～ 月 日 円     

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

          

          

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

計 

半壊（焼）   
世帯 

    

床上浸水   
世帯 

    

 
（注）１  除去に際し、複数の業者が施工した場合はその旨を備考欄に記入すること。 
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２－18 輸送記録簿 

様式１８ 

輸送記録簿 
 

           市町村名   

輸送 

月日 
目的 

輸送 

区間 

(距離) 

借上等 修繕 

燃料費 
実支 

出額 
備考 使用車両等 

金額 
故障車両等 修繕 

月日 

修繕 

費 

故障の 

概要 種類 台数 名称番号 所有者氏名 

 月 日         円    円  円 円   

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

                            

計                           
 

（注）１ 「目的」欄は主たる目的(又は救助の種類名）を記入すること。 

   ２ 県又は市町の車両による場合は、「備考」欄に車両番号を記入すること。 

   ３ 借上車両等による場合は、有償無償を問わず記入すること。 

   ４ 借上等に「金額」欄には、運送費又は車両等の借上費を記入すること。 

   ５ 「故障の概要」欄には、故障の原因及び故障箇所を記入すること。 
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２－19 実費弁償 

様式１９ 

（１）令第 4 条第 1 号から第 4 号までに規定する者の従事状況 

        市町村名   

職種 

従業員数 

従事場所 

（市町村） 

従事期

間 

実支出額 
算定基準 

による 

算定額 

備考 
実人員 延人員 日当 旅費 

時間外 

勤務手

当 

計 

  
人 人   円 円 円 円 円   

医師及び歯科

医師                  

薬剤師 
                 

保健師・助産

師・看護師                  

土木技術者 
                 

建築技術者 
                 

大工左官及び

とび職 
              

計 
                    

 

（注） 「備考」欄には、従事者が従事した業務の内容について記入すること。 
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様式２０ 

（２）令第 4 条第 5 号から第 10 号までに規定する者の従事状況 

業者 従事者 

従事場所（市町村） 従事期間 実支出額 備考 業種 数 実人員 延人員 

    人 人    円   

土木建築業者           

              

地方鉄道業者             

              

軌道経営者             

              

自動車             

運送事業者             

              

船舶運送業者           

            

港湾運送業者             

              

計               
 

（注） 「備考」欄には、従事者が従事した業務の内容について記入すること。 
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様式２１ 

（３）扶助金の支給状況 

扶助金種類 件数 実支出額 積算基礎 備考 

   円    

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

      

      

      

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

計         
 

（注）１ 「積算基礎」欄には支給基礎額及び支給額の積算基礎等を記入すること。 

   ２ 「備考」欄には、扶助金の支給を必要とした原因等の概要を記入すること。 
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様式２２ 

（４）損失補償費の状況 

種類 実支出額 積算基礎 備考 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

計       
 

（注） １ 「種類」欄には、法第 26 条の管理、使用、保管および収容の別に区分して記入すること。 

    ２ 「基礎積算」欄には、損失補償の額の積算基礎を記入すること。 

    ３ 「備考」欄には、損失補償の概要を記入すること。 
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様式２３ 

法第 19 条の補償費の状況 

区              分 
実    支    出    額 

備  考 
員  数 単  価 金  額 

1 人件費  円 円   

  (1) 旅費        

  (2) 役務費        

  
(3) 

時間外勤務手当         

  及び深夜手当         

2 救護所設置費         

  (1) 救護器材費         

  (2) 消耗器材費         

  (3) 借上料損料         

3 救護諸費         

  (1) 薬剤         

  (2) 治療材料         

  (3) 医療器具破損料         

  (4) 衛星材料         

  (5) 死体の処理費         

  (6) その他         

4 輸送費         

5 賃金職員等雇上費         

6 その他の費用         

7 扶助金         

  (1) 療養扶助金         

  (2) 休業扶助金         

  (3) 障害扶助金         

  (4) 遺族扶助金         

  (5) 葬祭扶助金         

  (6) 打切扶助金         

8 事務費         

  (1) 消耗品費         

  (2) 通信運搬費         

  (3) その他         

計         
 

（注） 「区分」の欄には、適宜必要な欄を設けて費目別に記入すること。 

 

災害救助法第 19 条 都道府県等は、その都道府県知事等が第 16 条の規定により委託した事項を実施するため、日本赤十字社が支弁

した費用に対し、その費用のための寄附金その他の収入を控除した額を補償する。 
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３ 避難所の運営 

３－１ 避難者名簿 

避難者名簿 

避難所名  居住グループ  

〇 活動班編成時の参考としますので、過去の職業も含め、できる限り記入をお願いします。 
〇 避難者名簿の掲示・公開に同意されない場合でも、親類縁者の方から個別の安否確認の問い合わせには応じ

る場合があります。 
〇 配偶者からの暴力、ストーカー行為、児童虐待等により個別の安否各確認の問い合わせに応じることに不都

合がある方はその旨記載してください。 
〇 自分で記入できない方は、聞き取りますので、お申し出ください。 
 

退所年月日              年   月   日 

退 出 先 住所： 

連 絡 先 電話番号：    （   ） 携帯番号：    （   ） 

備   考  

① 入所日時 年  月  日  時  分 
要配慮 
区分※ 職 業 

住  所 

 

 ふりがな    

代表者氏名 
    

② 

家 

 

族 

 

構 

 

成 

ふりがな 

氏  名 

年 

齢 

性 

別 

避
難
状
況
※ 

要
配
慮
区
分

※ 
職 

業 

電    話 (    ) 

携帯電話 (    ) 

所   属 

自 治 会 
 

      家   の 

被害状況 

全壊・半壊・一部破損 

停電・ガス停止・断水 

電話不通       

      親 族 等 

連 絡 先 

住所 

氏名 

電話    (    )       

      車 

(使用者のみ) 

車種    色 

 

ナンバー       

<<注意>>避難した人だけを書いてください。 

※

注

意

点 

避難状況 
ア.避難所 イ.テント ウ.車 エ．在宅避難者 オ．帰宅困難者 カ．その他 
要配慮区分 
１．要介護  ２．視覚障害 ３．聴覚障害  ４．言語障害 ５．肢体不自由 ６．内部障害 
７．知的障害 ８．精神障害 ９．発達障害  10.認知症    11.乳幼児   12.妊産婦 
13．難病    14．傷病     15．外国人    16．アレルギー   17．その他（      ） 

備考（特に配慮が必要なこと） 

③ 個人情報の 

取り扱い 

ご家族の方々等に安否をお知らせするため、住所、氏名、性別を避難者名簿

等で公表し、また、他からの問い合わせに回答する予定ですが、希望しない

場合は、右の欄を「〇」で囲んでください。 
希望しない 
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  避難者名簿（在宅避難者・車中泊用） 

 
※１ 避難者名簿の掲示・公開に同意されない場合でも、親類縁者の方からの個別の安否確認の問い合わせには

応じる場合があります。 
※２ 配偶者からの暴力、ストーカー行為、児童虐待等の事情により個別の安否確認の問い合わせに応じること

に不都合がある方はその旨記載してください。 

 

① 記入年月日 年  月  日  時  分 
要配慮 
区分※ 職 業 

住  所 

 

 ふりがな    

代表者氏名 
    

② 

家 

 

族 

 

構 

 

成 

ふりがな 

氏  名 

年 

齢 

性 

別 

避
難
状
況
※ 

要
配
慮
区
分

※ 

職 

業 
電    話 (    ) 

携帯電話 (    ) 

所   属 

自 治 会 

 

      
家   の 

被害状況 

全壊・半壊・一部破損 

停電・ガス停止・断水 

電話不通 
      

      
親 族 等 

連 絡 先 

住所 

氏名 

電話    (    ) 
      

      
車 

(使用者のみ) 

車種    色 

 

ナンバー 
      

<<注意>>避難した人だけを書いてください。 

※

注

意

点 

避難状況 
ア.避難所 イ.テント ウ.車 エ．在宅避難者 オ．帰宅困難者 カ．その他 
要配慮区分 
１．要介護  ２．視覚障害 ３．聴覚障害  ４．言語障害 ５．肢体不自由 ６．内部障害 
７．知的障害 ８．精神障害 ９．発達障害  10.認知症    11.乳幼児   12.妊産婦 
13．難病    14．傷病     15．外国人    16．アレルギー   17．その他（      ） 

備考（特に配慮が必要なこと） 

③ 個人情報の 

取り扱い 

ご家族の方々等に安否をお知らせするため、住所、氏名、性別を避難者名簿等で公

表し、また、他からの問い合わせに回答する予定ですが、希望しない場合は、右の

欄を「〇」で囲んでください。 
希望しない 

【車中泊の場合記入】車中泊場所（必要に応じて地図を記載） 
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３－２ 避難所収容日誌 

   避 難 所 

責 任 者 認 印 月 日 収容人員 
物 品 使 用 状 況 

記 事 備 考 
品 名 数 量 

計 

 

      

 １ 「収容人員」の欄は、当日の最多人員数を記入し、収容人員数の増減経過は「記事」の欄に

記入すること。 

 ２ 「物品使用状況」の欄は、開設期間中に使用した品目別使用数量を記入すること。 

 ３ 他の市町村の住民を収容したときは、その住所氏名及び収容期間を「備考」欄に記入する

こと。 
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３－３ 避難所用物品受払簿 

   避 難 所 

品 名  単位・呼称   

年 月 日 摘 要 受 払 残 備 考 

計 

 

     

 １ 「摘要」欄には、購入又は受入先及び払出先を記入すること。 

 ２ 「備考」欄には、購入単価及び購入金額を記入しておくこと。 

 ３ 最終行欄に受払残の計及びそれぞれの金額を明らかにしておくこと。 



第６編 様式編 

４ 食糧の調達・供給  ４－１ 炊出し受給者名簿 

 

40 

 

４ 食糧の調達・供給 
 

４－１ 炊出し受給者名簿 

   炊出し場 

世帯主 

氏名 

家族

数 

月 日 
７ 日 間 

小 計 

８日目以降 

小 計 合 計 
実 支 出

額 
備 考 

朝 昼 夕 朝 昼 夕 朝 昼 夕 

計 

 

             

 １ 「備考」欄には、給食内容を記入すること。 
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４－２ 食糧品現品給与簿 

 

給 与 

年月日 

給 与 

人 員 
食数 

給与物品内訳 受 領 書 

米 パ ン 缶 詰 住 所 世 帯 主 家 族 数 受 領 印 
避 難 先 

住 所 氏 名 
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４－３ 炊出しその他による食品給与物品受払簿 

 

品 名  単位・呼称   

年 月 日 摘 要 受 払 残 購入単価 購 入 金 額 備 考 

計 

 

       

 １ 「摘要」欄に、購入又は受入先及び払出先を記入すること。 

 ２ 最終行欄には、受払残の計及びそれぞれの金額を明らかにしておくこと。 
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４－４ 炊出し用物品借用簿 

 

品 名 数 量 期 間 金 額 所 有 者 氏 名 使 用 避 難 所 名 備 考 

       

 １ 「期間」欄には、（ 月 日から 月 日まで 日間）と記入する。 
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５ 自衛隊の派遣依頼 
 

５－１ 部隊等の派遣依頼書 

第     号 

年  月  日 

 

  和 歌 山 県 知 事  殿 

紀 の 川 市 長         

 

部 隊 等 の 派 遣 依 頼 書 

 

災害対策基本法第68条の２の規定により、部隊等の災害派遣を依頼します。 

 

記 

 

１ 災害の状況及び派遣を依頼する理由 

 

 

２ 派遣を希望する期間 

 

 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 (1) 区  域 

 

 

 

 (2) 活動内容 

 

 

４ その他 
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５－２ 部隊等の撤収依頼書 

第     号 

年  月  日 

 

  和 歌 山 県 知 事  殿 

紀 の 川 市 長         

 

部 隊 等 の 撤 収 依 頼 書 

 

 ○年○月○日災害派遣を受けた部隊等の撤収を下記のとおり依頼いたします。 

 

記 

 

１ 撤収日付 

 

 

２ 撤収を依頼する理由 
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６ 林野火災時の応援要請 
 

６－１ 林野火災用空中消火資機材借受申請書 

 

第     号  

年  月  日  

  和 歌 山 県 知 事 

 

              殿 

 

紀 の 川 市 長         

 

林野火災用空中消火資機材借受申請書 

 

   和歌山県林野火災用空中消火資機材運用要綱第５条の規定により下記のとおり資機

材を借り受けたいので申請します。 

 

記 

 

  １ 資機材借受けの目的 

 

  ２ 借受け希望資機材の種類及び数量 

 

  ３ 借受け希望期間 

 

  ４ 引渡し希望日時及び場所 
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６－２ 林野火災用空中消火資機材使用報告書 

 

第     号  

年  月  日  

    和 歌 山 県 知 事 

                   殿 

 

紀 の 川 市 長         

 

林野火災用空中消火資機材使用報告書 

 

     年  月  日付け   消第   号により貸付け決定を受けた資機材の使

用状況等について和歌山県林野火災用空中消火資機材運用要綱第11条の規定により下

記のとおりですので報告いたします。 

 

記 

 

   １ 資機材の使用状況 

 

 

   ２ その他 

    (1) 火災発生日時 

    (2) 火災発生場所 

    (3) 鎮火日時 

    (4) 出火原因 

    (5) 被害状況 

    (6) 消火活動状況 

    (7) その他参考事項 
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７ ヘリコプターの運航要請 

７－１ 防災ヘリコプター緊急運航要請書 
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７－２ 災害速報 
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７－３ 災害状況報告書 
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８ 義援金・救援物資の受付 

８－１ 義援金受付簿 

No. 
受 領 日 住    所 

金  額（円） 備    考 
入 金 日 氏    名 

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  

 ・ ・    

・ ・  
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８－２ 救援物資受付簿 

No. 受 領 日 
住    所 

物 資 名 数 量 備    考 
氏    名 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 

    

 

 
・ ・ 
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８－３ 受領書 

 

（義援金） 

 

受   領   書 

 

          様 

 

 

金                円也  

 

 

  ただし、義援金として上記正に受領いたしました。 

 

 

       年  月  日 

 

紀 の 川 市 長   印  

 

（救援物資） 

 

受   領   書 

 

          様 

 

 

 物資名及び数量                

 

 

  ただし、救援物資として上記正に受領いたしました。 

 

 

     年  月  日 

 

紀 の 川 市 長   印  
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９ 保健衛生 

９－１ 災害時における保健活動日報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：日本公衆衛生協会「災害時の保健活動推進マニュアル」（令和２年３月） 
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10 相談・被災者支援 

10－１ 相談連絡票 

整理番号   －    

□（受付日時）  年  月  日  午前・午後  時  分 （受付者） 

■相 談 者 （□来庁 □電話 □その他） 

氏 名  

連 絡 先 
１ 住 所 

２ 電 話 

■ 相談内容 

い つ  月 日  午前・午後  時  分 

ど こ で 
１ 連絡先と同じ 
２ 住 所 
３ 目標物 

な に が 
ど う し

た 

□ 救命・救助        □ ライフライン（上下水道、電気、ガス） □ 給付・貸付 
□ 被災建築物応急危険度判定 □ 避難場所         □ 住宅 
□ 住家等被災判定調査    □ ごみ・がれき・消毒    □ その他 

   

 

 

 

▼ 引継事項                             ＊担当者が記入 

 （内  容）  

 

 

 

● 処理内容                          ＊処理担当班が記入 

  （担 当 部）           （担当者） 
  （処理日時）   月  日午前・午後  時  分ごろ 
  （処理内容） 
 

   

 

＊処理済み後は災害対策本部へ連絡 
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10－２ 罹災証明書 

様式第３号（第４条関係） 

第     号 

罹災証明書 

世帯主住所  

世帯主氏名  

世帯構成員 

氏名 続柄 生年月日 

   

   

   

   

   

   

   

   

罹災原因 年   月   日の     による 

被災住家の所在地 
 

 

住家の被害の程度 
 

 

浸水区分 
 

 ※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用している 

 建物のこと。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家） 

 

備 考 

 

上記のとおり、相違ないことを証明します。 
 

年  月  日 

紀の川市長 
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11 水防 

11－１ 紀の川洪水予報発表文例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

→ → →

正規

（見出し）

（主　文）

（雨量）

所により1時間に○○ミリの雨が降っています。

この雨は当分この状態が続くでしょう。

五條流域

三谷流域

船戸流域

○○○ミリ ○○ミリ

流域
00日00時00分～00日00時00分

までの流域平均雨量
00日00時00分～00日00時00分
までの流域平均雨量の見込み

○○○ミリ ○○ミリ

和歌山河川国道事務所・和歌山地方気象台・奈良地方気象台　共同発表

【警戒レベル２相当情報［洪水］】紀の川では、当分の間、氾濫注意水位を超える水位が続く見

込み

00日00時00分～00日00時00分
までの流域平均雨量

00日00時00分～00日00時00分
までの流域平均雨量の見込み

○○○ミリ ○○ミリ

流域
00日00時00分～00日00時00分

までの流域平均雨量
00日00時00分～00日00時00分
までの流域平均雨量の見込み

国土交通省　和歌山河川国道事務所

気象庁　　　和歌山地方気象台

気象庁　　　奈良地方気象台

機関名 機関名

【警戒レベル２相当】紀の川の船戸
ふなと

水位観測所（岩出市
いわでし

）では、当分の間、「氾濫注意水位」を超え

る水位が続く見込みです。引き続き、洪水に関する情報に注意して下さい。

発表者 第１受報者 第２受報者 第３受報者

機関名

紀
き

の川
かわ

氾濫注意情報
紀 の 川 洪 水 予 報 第 ○ 号
洪 水 注 意 報 （ 発 表 ）

令和００年０月０日 ００ 時０ ０分

【警戒レベル２相当】紀の川の三谷
みたに

水位観測所（伊都郡
いとぐ ん

かつらぎ町）では、○○日○○時○○分頃

に、「氾濫注意水位」に到達し、今後、水位はさらに上昇する見込みです。洪水に関する情報に注意

して下さい。

【警戒レベル２相当】紀の川の五條
ごじょう

水位観測所（五條市
ごじょうし

）では、○○日○○時○○分頃に、「氾濫注

意水位」に到達し、今後、水位はさらに上昇する見込みです。洪水に関する情報に注意して下さい。

流域
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(参考資料)
(単位:水位(m)) 

レベル４水位

氾濫危険水位※

レベル３水位

避難判断水位※

レベル２水位
氾濫注意水位

レベル１水位
水防団待機水位

氾濫が発生した場合の
浸水想定区域

※避難判断水位、氾濫危険水位：水位観測所受け持ち区間内の第１位危険箇所の

　　　　　　　　　　　　　　　　避難判断水位・氾濫危険水位を水位観測所に換算した水位です。

水位危険度レベル

レベル５

レベル４

レベル３

レベル２ 氾濫の発生に対する注意を求める段階

レベル１ 水防団が体制を整える段階

「雨量」「水位」等の情報は、下記のサイトからもご覧いただけます。

問い合わせ先

　水位関係：国土交通省　和歌山河川国道事務所　電話：073-424-2471

　気象関係：気象庁　和歌山地方気象台　電話：073-422-1328

　　　　　　気象庁　奈良地方気象台　電話：0742-22-2555

避難準備などの氾濫発生に対する警戒を求める段階

　奈良県○○○○○○○
　和歌山県○○○○○○

7.80

観測所名
五條水位観測所 三谷水位観測所 船戸水位観測所

五條市 伊都郡かつらぎ町 岩出市

https://www.river.go.jp
https://frl.river.go.jp
https://www.jma.go.jp/

4.60 6.80

紀の川

8.10 4.80 7.00

携帯電話から

川の防災情報
水害リスクライン

気象庁ホームページ

7.50 3.50 5.00

5.00 2.00 4.00

左岸　栄山寺橋（奈良県五
　　　條市）から和歌山県
　　　伊都郡九度山町・同
　　　かつらぎ町境

左岸　和歌山県伊都郡九度
　　　山町・同かつらぎ町
　　　境から貴志川合流点
　　　（和歌山県紀の川
　　　市）

左岸　貴志川合流点（和歌
　　　山県岩出市）から海
　　　まで

右岸　栄山寺橋（奈良県五
　　　條市）から和歌山県
　　　橋本市・同伊都郡か
　　　つらぎ町境

右岸　和歌山県橋本市・同
　　　伊都郡かつらぎ町境
　　　から和歌山県紀の川
　　　市・同岩出市境

右岸　和歌山県紀の川市・
　　　同岩出市境から海ま
　　　で

氾濫の発生以降

受け持ち区間

　和歌山県○○○○○○

紀の川 紀の川

パソコンから

氾濫水への警戒を求める段階

氾濫危険水位から氾濫発生まで
いつ氾濫してもおかしくない状態
避難等の氾濫発生に対する対応を求める段階

避難判断水位から氾濫危険水位まで

氾濫注意水位から避難判断水位まで

水防団待機水位から氾濫注意水位まで

水位 求める行動の段階

　和歌山県○○○○○○
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11－２ 紀の川水防警報・情報受信紙 
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11－３ 水位周知河川の水位情報受信様式 
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第６編 様式編 
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第６編 様式編 

11 水防  11－４ 水防実施状況報告書 

 

68 

 

11－４ 水防実施状況報告書 
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令和○○ 

令和○○年○月○日、
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11－５ 水防協力団体指定申請書 

 

 

紀の川市水防協力団体指定申請書 

 

年  月  日 

 

紀の川市水防管理者 

紀の川市長      様 

住   所 

（事務所所在地） 

団体の名称 

代表者氏名 

 

水防法第36条第１項及び紀の川市水防協力団体指定要領第４の規定に基づき、紀の川市水防

協力団体の指定を受けたいので、別添「水防協力団体協力活動業務計画書」（別紙２）を添えて

申請します。 
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11－６ 水防協力団体協力活動業務計画書 

 

水防協力団体協力活動業務計画書 

 

下記の紀の川市の実施する水防活動に協力します。 

 

記 

 

※ご協力いただける項目の番号に○印を記入してください 

Ⅰ 河川巡視、土のうの袋詰め及び運搬、避難支援などの消防団又は消防機関が行う水防

上必要な監視、警戒その他の水防活動への協力（指定要領３－（１）関係） 

１ 災害時における土のうの袋詰めや運搬などの水防活動への支援 

２ 災害時における小さな子供やお年寄りなどの災害時要援護者の救護 

３ 災害時における住民に対する洪水注意報、警報などの情報の広報 

４ 災害時における住民の避難誘導、避難所開設・運営への支援 

Ⅱ 水防に必要な器具、資材又は設備の保管及びその提供（指定要領３－（２）関係） 

具体的な資器材の種類・数量及び保管場所等 

 

 

 

Ⅲ 水防協力団体の業務や活動を含む水防に関する広報活動、水防に関する情報の収集及

びその提供（指定要領３－（３）関係） 

１ 日常における河川管理施設や許可工作物の安全性の点検や巡視 

２ 災害時における河川水位状況、雨量、強風状況などの情報連絡 

Ⅳ 水防に関する意識調査、実態調査等の水防に関する調査研究（指定要領３－（４）関

係） 

１ 市が作成する洪水ハザードマップの配布 

Ⅴ 講習会や研修会等の実施等の水防に関する知識の普及及び啓発（指定要領３－（５）

関係） 

１ 実体験等に基づく、浸水箇所や危険箇所などの地域住民に対する水防知識の講習 

Ⅵ 水防意識の高揚を図るための自主的なパンフレットの作成、各種行事等の開催等（指

定要領３－（６）関係） 

１ 消防団が開催する水防演習への参加 

２ 住民の避難訓練の実施 

 

◎その他ご協力いただける活動がありましたら内容をご記入ください。 
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11－７ 水防協力団体認定書 

 

紀の川市水防協力団体認定書 

 

年  月  日 

住   所 

（事務所所在地） 

団体の名称 

代 表 者        様 

紀の川市水防管理者 

紀の川市長  

 

水防法第36条第１項及び紀の川市水防協力団体指定要領第４の規定に基づき、貴団体を

紀の川市水防協力団体に指定します。 
 

 

11－８ 水防協力団体協力活動報告書 

 

 

紀の川市水防協力団体協力活動報告書 

 

年  月  日 

紀の川市水防管理者 

紀の川市長        様 

住   所 

（事務所所在地） 

団体の名称 

代表者氏名 

 

別紙のとおり水防活動を実施しましたので、紀の川市水防協力団体指定要領第６の規定

に基づき提出します。 
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11－９ 水防法の大規模事業所申出書  

 
年   月   日 

 （宛先）紀の川市長 
申出書（ 新 規 ・ 変 更 ） 

              
所 有 者 ・ 管 理 者 （共同での申出の場合は代表者） 

 
             住所 
                                             
 
             施設の所有者名 
             又は管理者名 
                                             
 
             電話番号             担当者名
（         ） 

 
水防法第 15 条第１項のただし書き規定に基づき、紀の川市地域防災計画に名称及び所在地を定

める大規模な工場その他の施設として申し出ます。 

施設の名称 

変更の場合は 

変更後の名称 

 

施設の所在地 

変更の場合は 

変更後の所在地 

 

施設の用途・規模 

その他必要事項 

変更の場合は 

変更事項 

用   途： 工 場 ・ 作業場 ・ 倉 庫 
 
延 べ 面 積：        ㎡ 

 
その他必要事項： 

洪水予報等の伝達先 

※電話番号、FAX、 

 担当者等 
 

※ 受 付 印 ※ 経 過 欄 

  

 備考 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ ※欄は、記入しないこと。 

※ 申出する者の住所、電話番号は、法人その他の団体にあっては、その名称、事務所又は事業所の所在地及び電話番号を記入すること。 
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11－10 避難確保計画・浸水防止計画作成報告書 

 
年   月   日 

 （宛先）紀の川市長 
洪水時等避難確保計画・浸水防止計画作成（変更）報告書 

 
             所 有 者 ・ 管 理 者 （共同での報告の場合は代表者） 
 
             住所 
                                             
 
             施設の所有者名 
             又は管理者名 
                                             
 
            電話番号               担当者（         ） 

 

水防法第 15 条の（２・３・４）項の規定に基づき、別添のとおり洪水時等の避難確保計画・浸

水防止計画を作成（変更）したので報告します。 

施設の名称 

変更の場合は 

変更後の名称 

 

施設の所在地 
 

施設の用途 

その他必要事項 

変更の場合は 

主要な変更事項 

 

洪水予報等の伝達先 

※電話番号、FAX、 

 担当者等 

 

※ 受 付 印 ※ 経  過  欄 

  

 備考 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ ※欄は、記入しないこと。 

３ 「避難確保計画」「浸水防止計画」のうち、報告しないものは消すこと。 

※ 報告する者の住所、電話番号は、法人その他の団体にあっては、その名称、事務所又は事業所の所在地及び電話番号を記

入すること。 
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11－11 自衛水防組織及び統括管理者等の連絡先報告書 

 
年   月   日 

 （宛先）紀の川市長 
自衛水防組織及び統括管理者等の連絡先（変更）報告書 

 
             所 有 者 ・ 管 理 者 （共同での報告の場合は代表者） 
 
             住所 
                                             
 
             施設の所有者名 
             又は管理者名 
                                             
 
            電話番号               担当者（         ） 

 

水防法第 15 条の（２・３・４）の規定に基づき、自衛水防組織の構成員等を別添のとおり報告

します。 

施設の名称 

変更の場合は 

変更後の名称 

 

施設の所在地  

自衛水防組織の設置 

統括管理者の氏

名・連絡先 

 

洪水予報等の伝達

を受ける構成員の

氏名及び連絡先 

 

自衛水防組織の内

部組織の編成及び

構成員 

別紙「自衛水防組織図」のとおり 

※ 受 付 印 ※ 経  過  欄 

  

 

 

備考 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ ※欄は、記入しないこと。 

３ 自衛水防組織図を添付すること。 

※ 報告する者の住所、電話番号は、法人その他の団体にあっては、その名称、事務所又は事業所の所在地及び電話番号を

記入してください。 
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11－12 申出の取下げ届出書 

 
年   月   日 

 （宛先）紀の川市長 
 

申出の取下げ届出書 
 

所 有 者 ・ 管 理 者 （共同の場合は代表者） 
 
             住所  
                                             
 
             施設の所有者名  
             又は管理者名 
                                             
 
            電話番号               担当者（         ） 

 
紀の川市地域防災計画に定める大規模工場その他の施設として申出ていた事項について、申出を

下記の理由により取下げます。 

施設の名称  

施設の所在地  

申出を取り下げる理由  

※ 受 付 印 ※ 経  過  欄 

  

 

 

 

 

  

備考 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ ※欄は、記入しないこと。 

※ 届出する者の住所、電話番号は、法人その他の団体にあっては、その名称、事務所又は事業所の所在地及び電話番号を記

入すること。 
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12 災害時要援護者 

12－１ 災害時要援護者名簿の様式 

 

 

  

要
介

護
身

障
手

帳
主

な
障

害
療
育

手
帳

精
神

難
病

そ
の
他

避
難

支
援

等
を

必
要
と

す
る

事
由

そ
の

他
氏

名
生

年
月

日
性

別
住
所

電
話

番
号
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基礎情報

①【応援必要数等報告】 各課受援窓口担当から受援班へ

②【要請先との調整結果伝達】 受援班から各課受援窓口担当へ

③ 【応援受入報告】各課受援窓口担当から受援班へ
報告日時

応援受入数 応援団体 備考

報告日時

応援可能数 応援団体 期間 備考

報告日時

必要人員数及び期間 備考（人数内訳、要件、資機材、集合場所等）

業務分担

業務内容
紀の川市

職員
応援
職員

各課受援
窓口担当

組織名 職・氏名

受援業務担当 組織名 職・氏名

【受援管理シート】

受援業務名
受援期間
（予定）

13 受援計画 

13－１ 受援管理シート 
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①【要請内容報告】 各課受援窓口担当から受援班へ

②【応援受入報告】 各課受援窓口担当から人的受援調整班へ

受入日時

受入人員

その他

その他

報告日時

要請内容

業務名

活動場所

要件

人員数

派遣期間

連絡先

根拠

要請方法（文書の場合は写しを添付）

要請日時

要請先

団体名

連絡窓口

所属

職・氏名

窓口担当者

報告日時

【人的応援要請・受入報告書】

報告者 報告先（人的受援調整班）

受援課名 担当者名

13－２ 人的応援要請・受入報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 


